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1 はじめに 

本町の下水道事業において，急速な人口減少と少子高齢化社会の進展や，それに伴

う生活様式や都市構造の変化，経済成長の鈍化は，下水道計画の前提条件の変化や財

政基盤を支える使用料収入の減少など，下水道事業のあり方に大きな影響を及ぼすこ

とが予想されます。 
一方，急速に整備が進捗した結果として増大した下水道施設のストックは，老朽化

を放置すれば，排水・処理機能の停止や管渠の破損による道路陥没の発生など，日常

生活や社会活動に重大な影響を及ぼすおそれがあります。 
また，下水道ストックの増大は，維持管理・改築更新への投資の増大，人口減少に

よる使用料収入の減少とも相まって，下水道経営に大きな影響を与えるおそれがあり

ます。 
さらに，グローバルな視点で将来を見渡すと，温暖化をはじめとする地球規模の環

境問題，世界的な人口爆発や産業の進展による，水，資源・エネルギー問題の深刻化

は，従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会の限界を明確にしており，環境負

荷の少ない社会の構築が重要な課題となっています。 
このため，こうした現下の下水道が直面している課題を解消するために必要な中期

（概ね 10 年程度）の下水道政策のあり方及びその具体的施策を検討することとし，

下水道政策研究委員会に計画小委員会が設置され，「下水道ビジョン 2100」に示され
た新たな下水道施策の基本コンセプトである「循環のみち」と，これを支える「水の

みち」，「資源のみち」及び「施設再生」の 3つの基本方針を踏まえつつ，中期の下

水道政策の基本的方向と施策ごとの整備目標及び具体施策の考え方について，『下水

道中期ビジョン』～「循環のみち」の実現に向けた 10年間の取り組み～(国土交通省

下水道部：平成 19年 6月)が策定されました。 
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1.1  下水道中期ビジョンについて 

『下水道中期ビジョン』～「循環のみち」において，「下水道管理者である全ての

地方公共団体は住民対話のもと，下水道の効率的な整備と管理，安定的な経営を図る

ため，次期社会資本整備重点計画の初年度である平成 20年度から概ね 10年間を計画

期間として，地域の将来像実現に向けて取り組むべき下水道施策を明示した『市・町・

村下水道中期ビジョン』を策定することとする。」とされています。 
また，平成 21 年 3 月には『北の大地を支える持続可能な下水道』をテーマに北海

道地方下水道ビジョンが改定され，北海道独自の視点で下水道が目指すべき方向性が

示されました。 
本町においても、国や北海道が示した下水道中期ビジョンを踏まえ，地域独自の状

況と課題を分析し，今後の下水道事業のあり方を示すため，『上富良野町下水道中期

ビジョン』を策定するものです。 
 

　　　　

上富良野町下水道上富良野町下水道上富良野町下水道上富良野町下水道

中期中期中期中期ビジョンビジョンビジョンビジョン

概ね10年間の下水道が取り組むべき

方向性を策定

○基本方針

○整備目標

○具体的施策の内容

○管理と経営に関する事項

具 体 的 具 体 的 具 体 的 具 体 的 な な な な 施 策 計 画施 策 計 画施 策 計 画施 策 計 画

【関連する

　　　　下水道計画】

○上富良野町公共下水道

　　　　　　全体計画

○上富良野町都市計画

　　　マスタープラン

○全道みな下水道

上富良野町総合計画上富良野町総合計画上富良野町総合計画上富良野町総合計画

施策の大綱

穏やかに安心して過ごせる暮らし

【関連する個別計画】

○上富良野町地球温暖

　　　化対策実行計画

○上富良野町地域

　　　　　　防災計画

　　　　　　　　　など

アクションプログラムアクションプログラムアクションプログラムアクションプログラム

概ね5ヶ年のビジョン達成に向けた実施計画

基本理念基本理念基本理念基本理念とととと基本方針基本方針基本方針基本方針

【外部意見の反映】

・住民意見の反映

　　　　　　　の活用

○各種下水道施策

【北海道地方

　　下水道ビジョン】

・資源循環の促進

・下水道のもつエネル

　ギーの利用

・施設の有効活用の促進

・汚水処理の未普及解消

・雨につよい街づくり

・地震につよい下水道

・健全な水環境の保全・

　創出

【プランの評価】

・内部評価

・外部意見の反映

【プランの見直し】

・指標の見直し

 
図 1-1 中期ビジョンの位置づけ 
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1.2  本町の概要 

本町は，北海道の中央，富良野盆地の北部（東経 142°41'～23' 北緯 44°32'～43°
22'）に位置し，東は高峰十勝岳を境に，新得町，富良野市に接し，西は中富良野町に，

北は美瑛町に接する，東西 24.6Km，南北 19.0Kmと東西に長い総面積 237.18Km2の町
です。 

周囲を山々に囲まれた富良野盆地の北端に位置し，市街地を囲んで牧歌的な丘陵地

帯とカラマツ林の景観が続き，大雪山系十勝岳連峰を源流とする富良野川やヌッカク

シ富良野川が市街地脇を南に向けて流れる自然豊かな町です。 
本町の気候は内陸性の気候であり，気温の日格差，年格差も大きく，夏の最高平均

気温は 26℃前後，冬の最低平均気温は－15℃前後となっています。 
また，年間降雨量は約 1,000mm，年間積雪量は平野部で約 1m，山間部で 2～3mに

達します。  
以下に本町の位置を示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2 本町の位置図 

上富良野町 
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2 下水道事業の概要 

2.1  下水道事業の概要 

本町の下水道事業は，昭和 58年 2 月に市街地を中心とした 49.0haの事業認可を受

け，以後鋭意下水道施設の整備を行ってきました。その中で平成 3年 7月に上富良野
浄化センターの運転を開始し，下水道の供用をスタートさせました。その後順次整備

区域を拡大し，平成 21年度末において，事業認可面積 418haのうち整備面積は 365ha
であり，整備率は約 87%に達しています。 

表 2-1 下水道事業計画概要 

項 目 全 体 計 画 
（平成 32年） 

認 可 計 画 
（平成 23年） 

計 画 区 域（ha） 442.7   419.4 

計 画 人 口（人）      9,600  9,260 
生活汚水量原単位（日最大） 

（l／人・日）  330    330 

生 活 汚 水 量        3,168   3,056 

地 下 水 量         480     463 

工 場 排 水 量        696     648 

観 光 汚 水 504    504 

計 画 
日最大 
汚水量 

（㎥／日） 

合  計   4,848      4,671 

処理場処理能力（㎥／日） 4,860    4,860 
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2.2  下水道事業を取り巻く状況 

2.2.1  財政的制約の強まり 

我が国の財政は，国，地方ともに依然として厳しい状況にあり，国においては，「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18年 6月閣議決定）において，

「歳出・歳入一体改革」を継続することが明示されています。 
また，地方公共団体においても，歳入減少に伴う歳出減少の傾向にあり，特に，中

小市町村では極めて厳しい財政状況に置かれています。 
平成 19 年 6 月には自治体財政健全化法が成立し，地方公共団体は新たな財政指標

のもとで，健全な行政運営を行っていく事が求められています。平成 20 年度公表の

健全化判断比率における早期健全化団体数の多くは北海道地方の地方公共団体が占

め，全国的にみても財政状況が厳しい現状が明らかとなっています。下水道事業は，

雨水分は公費（町税等）・汚水分は私費の原則に基づき，雨水処理に要する経費は一

般会計からの繰入金，汚水処理に要する経費は，下水道を使用する受益者からの使用

料を財源として経営を行っていくことが原則となっています。 
本町の建設事業費（図 2-2）をみると，管渠及び処理場とも整備はほぼ完了してい

ることから近年においてはほとんどありません。また，下水道使用料収入（図 2-3）
については、管渠整備に伴い増加してきましたが，近年は頭打ちになっています。 
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図 2-2 下水道事業費の推移 
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図 2-3 下水道使用料収入の推移 



8 

2.2.2  人口減少・少子高齢化社会の進展 

我が国の人口は，1 億 2,706 万人(平成 20 年 3 月末:住民基本台帳)であり，平成 17
年に戦後初めて減少に転じ，以来 3年連続減少を続けています。少子高齢化は昭和 40
年代より進行し始め，特殊出生率（1人の女性が生涯に産む子供の平均数）は平成 19
年には 1.34となっており，過去最低となった平成 17年の 1.26は上回るものの低水準

となっています。 
本町の行政人口は，11,887 人(平成 22 年 3 月末:住民基本台帳)であり，減少傾向が

続いています。 
国立社会保障・人口問題研究所によると少子化の進展により，平成 32 年(2020 年)

では 10,939 人（平成 21 年度末比 0.92）とされています。上富良野町総合計画では，

平成 30 年(2018 年)の目標年度で 11,900 人としており，今後の人口増加は見込めない

ものとなっています。 
 

1,762 1,553 1,378 1,201

7,857 7,412 6,804 6,327

2,733 2,948 3,290 3,411

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成17年度 平成22年度 平成27年度 平成32年度

人口(人)
老年人口

生産年齢人口

年少人口

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所 

※平成 17年度国勢調査人口基準 
図 2-4 行政人口の実績と予測 
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出典：国立社会保障・人口問題研究所 

図 2-5 行政人口の実績と予測（年齢階層別） 

 

 
出典：第 5次上富良野町総合計画 

図 2-6 将来の人口推計 
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2.3  下水道事業の現状と課題 

2.3.1  下水道ストックの現状と課題 

a) 管渠の現状と課題 

 【現状】 
本町の下水道管渠は，昭和 59年度から平成 17年度にかけて汚水管渠を整備してい

ます（図 2-7）。平成 21年度末時点の下水道管渠のストックは約 55kmとなっていま

す。昭和 59年度に整備した管渠は施工から未だ 25年しか経過しておらず，管渠の耐

用年数 50年を超える管渠は存在しません。 
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図 2-7 下水道管渠ストックの推移 

 

表 2-2 下水道管渠ストック延長 

項 目 全体計画(km) 現況(km) 整備率(%) 
汚水管 56.3 55.0 97.7 
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b) 処理場の現状と課題 

【現状】 

 処理場の稼動年月は，表 2-3のとおりです。平成 21年度末時点での経過年数は 19
年であり，躯体についてはまだ耐用年数を過ぎていません。しかし，機械・電気設備

については耐用年数を経過しているものが多く存在するため，現在，長寿命化対策，

改築・更新による整備を行っています。 
 

表 2-3 処理場の稼動年月 

処理場名 排水区分 稼働年月 経過年数 
上富良野浄化センター 分流式 平成 3年 7月 19年 

 
 
 

 
図 2-8 上富良野浄化センター配置図 
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【課題】 
○管渠については耐用年数を超えるものはありませんが，処理場については耐用年数

を超える設備が年々増加傾向にあります。施設が機能不全に陥る可能性が高まる中，

下水道の維持管理水準を確保しつつ，維持管理の効率化を実現し，下水道サービス

を持続的に提供していくことが課題となります。このような状況を踏まえ，以下の

ような取り組みが必要です。 
■定期的な調査（点検，診断），延命化を含めた維持修繕・改築等の計画的な実施 
■ライフサイクルコスト

※1
の最小化の観点を踏まえた長寿命化計画

※2
による改築

及び維持管理（ストックマネジメント手法

※3
の導入） 

■下水道管理者の技術力，維持管理体制の確保 
※1 ライフサイクルコスト：施設における新規整備・維持修繕・改築・処分を含めた生涯費用の総計 
※2 長寿命化計画：施設のライフサイクルコスト最小化を目的とした計画的な改築計画 
※3 ストックマネジメント：施設の健全度や重要度を考慮した効果的な点検・調査を実施し，安全性を確保するための適
切な維持修繕・改築など計画的かつ効率的に施設管理を行うこと 
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2.3.2  汚水処理の現状と課題 

【現状】 
 平成 21 年度末時点の汚水普及率は 76.9％(9,142/11,887 人)となっています。下水道

区域内の現況家屋に対してほぼ整備が完了しており，下水道区域外の汚水処理につい

ては，合併処理浄化槽の整備を進めております。 
 平成 21年度末時点の水洗化率は 85.9％(7,855/9,142 人)まで進んでいます。 
 

表 2-4 下水道整備状況一覧 

年度 行政人口

供用面積

(ha)

整備人口

普及率

(%)

水洗化

人口

水洗化率

(%)

H2 13,475 0.0 0 0.0 0 －

H3 13,256 83.5 2,775 20.9 1,029 37.1
H4 13,187 99.9 3,237 24.5 1,815 56.1
H5 13,412 121.4 4,294 32.0 2,779 64.7
H6 13,239 134.1 4,719 35.6 3,449 73.1
H7 13,163 207.6 5,448 41.4 4,091 75.1
H8 13,132 225.2 5,761 43.9 4,645 80.6
H9 13,107 252.1 6,599 50.3 5,317 80.6
H10 13,118 266.9 7,506 57.2 6,465 86.1
H11 13,026 280.3 7,903 60.7 6,736 85.2
H12 12,897 299.1 8,211 63.7 7,005 85.3
H13 12,812 334.5 8,119 63.4 7,200 88.7
H14 12,710 342.9 8,771 69.0 7,317 83.4
H15 12,716 360.0 9,286 73.0 7,681 82.7
H16 12,618 363.6 8,990 71.2 7,543 83.9
H17 12,408 364.6 9,374 75.5 7,751 82.7
H18 12,270 364.6 9,333 76.1 7,804 83.6
H19 12,204 365.1 9,333 76.5 7,880 84.4
H20 12,071 365.1 9,307 77.1 7,920 85.1
H21 11,887 365.1 9,142 76.9 7,855 85.9  
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図 2-9 下水道整備状況の推移 

 
【課題】 
○本町の下水道普及率は，北海道の下水道普及率 89.1%（平成 21 年度末）と比較し

て低い値となっていますが，これは，本町の地域特性として下水道区域外に点在し

た家屋が多いためです。 
また，本町では下水道区域外において，合併処理浄化槽設置整備事業を平成 15

年度より行っていますが，まだ水洗化の恩恵を受けられていない地域が存在します。

今後，下水道と浄化槽双方の，汚水処理普及率の一層の向上が必要であり，人口減

少，高齢化の進展や厳しい財政状況の中，すべての人々が水洗化の恩恵を受ける環

境を整えることが課題となります。 
■地域の実情に応じた計画的，効率的な汚水処理施設整備と，合併浄化槽の普及促

進 
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2.3.3  地震対策の現状と課題 

 本町において，大きな地震は発生していませんが，地震により下水道施設が被害を

受けた場合には，トイレが使えないことによる日常生活への影響に加え，処理場など

からの汚水の流出や管渠破損による道路の陥没など，公衆衛生や社会経済活動へ甚大

な影響を与えることになります。 
以下に，平成 16年に起きました新潟県中越地震の被害状況を示します。 
 
 

● 新潟県中越地震被害例 

 

 
（出典：国土交通省ホームページより） 
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a) 管渠の現状と課題 

【現状】 
本町において，平成 9 年度以前に整備した管渠を地震対策未対応とすると，72.8％

の管渠が未対策となります。 
表 2-5 管渠整備延長 

処理区 平成 2年～ 
平成 9年まで 

平成 10年～ 
平成 21年まで 合 計 

上富良野 40.03km 
(72.8％) 

14.93km 
(27.2％) 

54.96km 
(100.0％) 

 

下水道は重要なライフラインのひとつであり，下水道が有すべき機能の必要性や緊

急性に応じて段階的な目標を設定し，恒久的な対策に加え暫定的対応やソフト対策も

含めた計画を策定し，実施に移すことが重要です。 
今後は，効率的な耐震化を図っていくためにも，重要な幹線等を設定し，耐震化す

るべき施設の延長を整理する必要があります。 
 

b) 処理場の現状と課題 

【現状】 
本町の処理場は，平成 9 年度以降に増設した 3 池目以外は未耐震化（レベル 2※

未

対応）と判断できるため，今後，改築・更新事業に合わせた耐震化対策が必要になり

ます。 
既設構造物については，管路施設と同様，短期間に求められる耐震性能を確保する

ことは困難なことから，段階的な整備対応により耐震性能を確保させ，想定される被

害の程度及び影響度，緊急度や効率性等を考慮して実施する必要があります。 
※レベル 2 地震動：大規模なプレート境界地震や直下型地震のように，施設の供用期間内発生

する確率は低いが大きな強度を持つ地震動 
 
【課題】 
○厳しい財政状況の中で，まだ地震対策は十分に進んでいないのが実状です。このよ

うな状況を踏まえ，「上富良野町地域防災計画」に基づき，以下のような取り組み

が必要です。 
■災害時においても下水道が最低限保有すべき機能を確保するとともに，施設の重

要度に応じた，計画的，段階的な地震対策の実施 
■重要路線の耐震化に加え，災害規模に応じた減災対策 
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2.3.4  水環境の現状 

 本町の処理場である上富良野浄化センターの放流先水域（富良野川）に環境基準の

類型指定等は特にありませんが，地域の自然環境の基盤を形成しており，流域内の動

植物を保全する上で放流先の水質保全は重要です。 
本処理場は，下水道管理者自らが処理場から放流する水質（計画放流水質）を定め，

これに応じた適切な処理方法を選択し，公共用水域の水環境の保全に寄与しており，

今後とも処理場の適正な維持管理を徹底し，計画放流水質の遵守に努めるものとしま

す。 
表 2-6 処理場の計画放流水質 

処理場名 放流先 水質環境基準の 
類型指定状況 計画放流水質 

上富良野浄化センター 富良野川 － BOD 
15mg/L 以下 
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2.3.5  下水道経営の現状と課題 

a) 下水道経営の現状と課題 

【現状】 
下水道事業の経費は，国・地方公共団体・使用者等の適正な費用負担が必要とされ

ています。下水道施設の新増設又は改築に係る建設費は，国庫補助金・地方債・受益

者負担金・一般会計繰入金等が財源となっています。一方，管理運営費は「雨水公費・

汚水私費」の原則に基づき汚水処理に係る経費（起債の元利償還金と維持管理費）は，

公費で負担すべき費用を除き使用料により賄うこととされています。 
図 2-10，図 2-11に収益的収支，資本的収支の推移を示します。 
収益的収支をみると，収益的収入はほとんど横這い傾向にあり，平成 21年度で約 2

億 3 千万円となっています。収益的支出も横這い傾向であり平成 20 年度で約 1 億 8
千万円となっています。収益的収入と支出の差額は，平成 21 年度では約 5 千万円と

なっており，利益計上となっています。 
資本的収支をみると，資本的収入は平成 19年度から減少傾向から増加傾向となり，

約 5 億 5 千万円程度になっています。資本的支出をみると，同様に平成 19 年度から

増加していますが，これは公的資金補償金免除繰上償還の実施によるものです。資本

的収入と支出の差額は平成 21年度で約 5千万円の不足となっています。 
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図 2-10 収益的収入及び支出の推移 

 
※収益的収入・支出：当該年度の企業の経営活動に伴い発生するすべての収益とそれに対応するすべての費用。

収入にはサービスの提供の対価としての料金を主体とする収益を計上，支出にはサービス提

供に関する職員関係費，物件費，動力費，支払利息等の諸経費のように現金が企業外部に流

出する支出を計上。 
 営業収益：主たる営業活動から生じる収益。下水道使用料等。 
 営業外収益：貸付金から生じる受取利息，損失補てん的な意味を持つ補助金，その他の雑収益等で，金融財務

活動その他主たる営業活動以外の原因から生じる収益。一般会計繰入金等。 
 営業費用：主たる事業活動のため生じる費用。維持管理費等。 
 営業外費用：主として金融財務活動に要する費用及び事業の経常的活動以外の活動によって生じる費用。借入

金の支払利息等。 

収益的収入

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
（千円）

営業外収益

営業収益

営業外収益 104,199 75,181 75,199 100,585 88,590 97,956 
営業収益 116,527 135,548 138,539 138,223 137,359 135,389 

H16 H17 H18 H19 H20 H21

収益的支出

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
（千円）

営業外費用

営業費用

営業外費用 129,398 131,710 128,045 116,962 102,108 88,691 
営業費用 91,328 79,019 84,990 91,844 90,329 94,437 

H16 H17 H18 H19 H20 H21
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図 2-11 資本的収入及び支出の推移 

 
※資本的収入・支出：施設の稼動によって住民にもたらされる受益の程度，住民に対するサービスの提供を維持

するとともに，将来の利用度の増嵩に対処して，経営規模の拡大を図るために要する諸施

設の整備，拡充等の建設改良費，これら建設改良に要する資金としての地方債収入，現有

施設に要した地方債の元金償還等。 
 地方債：建設改良及び投資以外の目的に充てるために発行する地方債。 
 国庫補助金：国から営業費補助の目的で交付された補助金。 
 受益者負担金：公共事業の実施により著しい利益を受けるものに対して，その受ける利益の限度において事業

費の一部を負担させるもの。 
 他会計補助金：災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には，当該地方公共団体がその財政状況，

企業の置かれている具体的状況に応じて自主的に判断して行うことができる一般会計又は他の

特別会計からの補助金。 
 建設改良費：固定資産の新規取得又はその価値の増加のために要する経費 
 地方債償還金：すべての地方債の元金償還に関わるもの。 
 他会計借入金返還金：一般会計又は他の特別会計からの借入金の元金の返済金。 

資本的収入

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
800,000
（千円）

地方債 65,500 56,300 51,100 86,600 101,700 104,400 
借換債 0 0 0 92,400 153,500 365,300 
他会計補助金 67,297 34,825 83,091 49,163 144,900 69,228 
国庫補助金 18,700 0 0 0 9,499 7,500 
工事負担金 23,069 53,935 7,422 7,049 6,349 2,708 
その他 400 400 300 300 0 0 

H16 H17 H18 H19 H20 H21

資本的支出

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
800,000
（千円）

地方債償還金 127,179 129,123 133,506 259,475 415,059 551,960 
借換債による繰上償還金 0 0 0 0 12,436 27,113 
建設改良費 44,113 13,282 7,804 4,045 20,655 17,310 
その他 400 400 300 300 0 0 

H16 H17 H18 H19 H20 H21
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参考までに，本町における平成 20 年度の財務状況を表 2.7 に示します。これによ

ると，類似規模市町村に比較して有収率，水洗化率は同程度でありますが，投資効率

性は高い値となっています。使用料単価も同程度ですが，汚水処理原価が低いため，

回収率が良い傾向にあり，経営の効率性は高い値を示しています。また，起債償還費

率（財政の硬直度）が類似規模施設と比較して低い傾向にあることから，財政状態の

健全性は良いものとなっています。 
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表 2-7 本町の財務状況（平成 20 年度） 

 

都道府県名都道府県名都道府県名都道府県名 　　　　処理区域内人口別区分処理区域内人口別区分処理区域内人口別区分処理区域内人口別区分 9,3239,3239,3239,323

団体名団体名団体名団体名 　　　　有収水量密度別区分有収水量密度別区分有収水量密度別区分有収水量密度別区分 2.42.42.42.4

事業名事業名事業名事業名 　　　　供用開始後年数別区分供用開始後年数別区分供用開始後年数別区分供用開始後年数別区分 18181818

全国平均全国平均全国平均全国平均 全国平均全国平均全国平均全国平均

19191919年度年度年度年度 20202020年度年度年度年度 ((((公共公共公共公共)))) 19191919年度年度年度年度 20202020年度年度年度年度 ((((公共公共公共公共))))

％ 76.8 77.1 － 73.1 － ％ 114.4 117.4 140.9 116.8 23/34

％ 89.3 88.8 63.3 78.6 － ％ 114.4 117.4 140.9 116.8 23/34

円／月
3,240 3,240 3,078 2,552 － ％ 0.0 0.0 9.0 4.9 1/34

人／ha
26 26 21 63 － ％ - 0.0 3.0 － －

％ - 0.0 51.8 － －

％ 56.8 0.0 59.9 86.9 20/34 ％ - 0.0 100.9 － －

％ 87.1 86.5 83.7 80.9 18/34
千円／人

341 325 527 287 2/34

％ 84.2 85.1 82.7 93.0 17/34
円／人

3,854 13,482 10,906 3,751 24/34

円／㎥
156.8 157.08 166.69 134.22 19/34

円／㎥
205.12 197.11 300.15 155.25 11/34

円／㎥
275.18 263.48 453.10 183.17 2/34

円／㎥
103.87 102.76 117.73 66.32 10/34

円／㎥
101.3 94.3 182.4 88.9 10/34

％ 76.4 79.7 55.5 86.5 10/34

％ 57.0 59.6 36.8 73.3 3/34

％ 151.00 152.90 141.60 202.40 13/34

円／人
19,242 18,424 26,278 17,497 13/34

円／人
9,743 9,606 10,307 7,474 14/34

円／人
9,498 8,818 15,971 10,023 13/34

人／人
3,126 3,108 2,341 3,285 10/34

％ - 18.10 8.00 8.70 32/34

19年度 20年度 増減額 増減率（％） 19年度 20年度 増減額 増減率（％）

百万円 239 226 △ 13 △ 5.8 百万円 236 416 180 43.3

百万円 138 137 △ 1 △ 0.7 地方債 百万円
179 255 76 29.8

百万円 101 89 △ 12 △ 13.5 繰入金 百万円 49 145 96 66.2

百万円 209 192 △ 17 △ 8.9 百万円 265 450 185 41.1

百万円 117 102 △ 15 △ 14.7 建設改良費 百万円
4 21 17 81.0

減価償却費 百万円 - 0 － － 元金償還金 百万円 259 427 168 39.3

職員給与費 百万円 25 25 0 0.0 百万円 △ 29 △ 34 △ 5 14.7

百万円 30 34 4 11.8
百万円

1 0 △ 1 0.0

※「類型内順位」については

支払利息

支　　　　　出

収  支  差  引

の場合であれば指標の数値の高い方から、

の場合であれば指標の数値が低い方から数えた順位となる

料金収入

繰入金

収  支  差  引

収  支　再　差  引

（法適：純損益）

項　　　　　目

経　　　営　　　状　　　況

収　　　　入 収　　　　入

収　　　益　　　的　　　収　　　支 資　　　本　　　的　　　収　　　支

　処理区域内人口1人あたり

　の管理運営費(汚水分）

　処理区域内人口1人あたり

　の維持管理費（汚水分）

　処理区域内人口1人あたり

　の資本費（汚水分）

　汚水処理原価

  （維持管理費）

　汚水処理原価

  （資本費）

　経費回収率

  （維持管理費）

　汚水処理原価(分流式下水道

　等に要する経費控除前）

　経費回収率(分流式下水道

　等に要する経費控除前）

　処理区域内人口１人あたり

　の地方債現在高

　施設利用率

　経費回収率

　有収率

　処理区域内人口１人あたり

　の基準外繰入金

経営経営経営経営のののの効率性効率性効率性効率性

　水洗化率

　使用料単価

　固定資産対長期資本比率

類型内類型内類型内類型内

順順順順　 　 　 　 位位位位

団団団団　　　　　　　　体体体体

類型平均類型平均類型平均類型平均

財政状態財政状態財政状態財政状態のののの健全性健全性健全性健全性

　経常収支比率

　事業別資金不足比率

　利子負担率

　総収支比率

類型内類型内類型内類型内

順順順順　 　 　 　 位位位位

　自己資本構成比率施設施設施設施設のののの効率性効率性効率性効率性

平 成 20 年 度 下 水 道 事 業 比 較 経 営 診 断 表

類型平均類型平均類型平均類型平均 項項項項　　　　　　　　　　　　目目目目

事業事業事業事業のののの概要概要概要概要

　進捗率

　職員１人あたりの

  処理区域内人口

　職員給与費対営業収益比率

項　　　　　目

支　　　　　出

　事業別普及率

　汚水処理原価

  処理区域内人口密度

項項項項　　　　　　　　　　　　目目目目

団団団団　　　　　　　　体体体体

　一般家庭用使用料

  （1ヶ月20㎥あたり）

5555千人以上千人以上千人以上千人以上　　　　1111万人未満万人未満万人未満万人未満

2222....5555千千千千mmmm3333////ｈｈｈｈaaaa未満未満未満未満

15151515年以上年以上年以上年以上25252525年未満年未満年未満年未満

処理区域内人口処理区域内人口処理区域内人口処理区域内人口

　　　　　　　（　　　　　　　（　　　　　　　（　　　　　　　（人人人人））））

有収水量密度有収水量密度有収水量密度有収水量密度

　　　（　　　（　　　（　　　（千千千千㎥㎥㎥㎥////ｈｈｈｈaaaa))))

供用開始後年数供用開始後年数供用開始後年数供用開始後年数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　((((年年年年））））

個別事業効率性個別事業効率性個別事業効率性個別事業効率性のののの類型平均類型平均類型平均類型平均、、、、全国平均全国平均全国平均全国平均とのとのとのとの比較比較比較比較

0.6

0.8

1

1.2

1.4

団体 類型平均 全国平均

経営の効率性

(汚水処理原価（分流式

下水道等に要する経費

を控除する前））

【参考】分流式下水道等

に要する経費を控除す

る前の経費回収率

北海道

上富良野町

公共下水道(法非適用)

※類型平均を１とした場合の類型平均及び全国平均との比較

※「経営の効率性」については、外側ほど効率性が高い（汚水処理原価が低い）。

投資の効率性

（水洗化率）

経営の健全性

（経費回収率）

施設の効率性

（有収率）
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((((3333))))経営経営経営経営のののの効率性効率性効率性効率性

使用料収入（千円）

年間有収水量（m3）

汚水処理費（千円）

年間有収水量（m3）

(※)汚水処理費＝汚水に係る維持管理費+資本費

汚水処理費(維持管理費)（千円）

年間有収水量（m3）

(※)汚水処理費(維持管理費)＝汚水に係る(管渠費＋ポンプ場費＋処理場費＋その他)

エ 汚水処理費(資本費)（千円）

年間有収水量（m3）

(※)法適用　　　汚水処理費(資本費)＝汚水に係る(企業債利息＋減価償却費)　　　　

　　法非適用　　汚水処理費(資本費)＝汚水に係る(地方債等利息＋地方債償還金)　　

使用料収入（千円）

汚水処理費（千円）

使用料収入（千円）

汚水処理費(維持管理費)（千円）

((((4444))))財政状態財政状態財政状態財政状態のののの健全性健全性健全性健全性

総収益（千円）

総費用（千円）

経常収益（千円）

経常費用（千円）

地方債現在高（千円）

現在処理区域内人口（人）

基準外繰入金（千円）

現在処理区域内人口（人）

ア

処理区域内人口１人あたりの地方債

現在高（千円/人）

＝

ク

処理区域内人口１人あたりの基準外

繰入金（円/人）

＝ ×1,000

キ

イ 経常収支比率(％) ＝ ×100

総収支比率(％) ＝ ×100

汚水処理原価(資本費)(円/㎥)

経費回収率(％)

ウ

イ

オ

カ 経費回収率(維持管理費)(％)

2   2   2   2   経経経経　　　　営営営営　　　　指指指指　　　　標標標標　　　　一一一一　　　　覧覧覧覧　　　　※※※※一部一部一部一部のみのみのみのみ記載記載記載記載

汚水処理原価(円/㎥)

ア ×1,000＝

×100

＝

＝

＝

×100

×1,000

×1,000

汚水処理原価(維持管理費)(円/

㎥)

×1,000

使用料単価(円/㎥)

＝

＝

 
（出典：総務省ホームページより） 
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【課題】 
○ 下水道経営は，下水道の管理に要する費用を下水道使用料と地方公共団体の一般

会計からの繰入金で賄うこととされています。しかし，多くの市町村では接続率の

低迷や費用に見合った使用料設定がなされていない等により使用料収入が十分で

なく，一般会計からの基準外による費用繰り入れ等により事業運営がなされている

状況にあります。この傾向は高齢化，人口減少等が大きい市町村では顕著です。 
本町における経営状況は類似施設規模，全国と比較しても良い状況であり，今後，

持続的に安定した下水道サービスを提供していくためには，これまで同様，経営の

現状把握を行うとともに，将来の見通しを明らかにし，以下のような経営基盤強化

への取り組みが重要です。 
■長期的な収支バランスを見通した下水道経営計画の検討 
■中期経営計画の策定（収支改善方策，実施時期，目標効果や収支見通しの計画立

案） 
■人口減少等による地域の実情の変化を踏まえた事業計画の立案 
■使用料の適正化（人口減少に伴う使用料収入の減少等に対する負担構造の検討） 
■接続の徹底（水洗化率の向上） 
■維持管理費の効率化と質的向上（包括的民間委託※，新技術の導入等） 
※ 包括的民間委託：処理場・ポンプ場の運転管理の民間委託の手法で，民間事業者に対して施設管理に一定の性能の確保

を条件として課しつつ，運転方法等の詳細については民間に任せる，いわゆる性能発注方式のこと。 
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3 下水道施策のあり方 

3.1  計画の位置付け 

以下に，下水道中期ビジョンの位置づけを示します。 
 

　　　　

上富良野町下水道上富良野町下水道上富良野町下水道上富良野町下水道

中期中期中期中期ビジョンビジョンビジョンビジョン

概ね10年間の下水道が取り組むべき

方向性を策定

○基本方針

○整備目標

○具体的施策の内容

○管理と経営に関する事項

具 体 的 具 体 的 具 体 的 具 体 的 な な な な 施 策 計 画施 策 計 画施 策 計 画施 策 計 画

【関連する

　　　　下水道計画】

○上富良野町公共下水道

　　　　　　全体計画

○上富良野町都市計画

　　　マスタープラン

○全道みな下水道

上富良野町総合計画上富良野町総合計画上富良野町総合計画上富良野町総合計画

施策の大綱

穏やかに安心して過ごせる暮らし

【関連する個別計画】

○上富良野町地球温暖

　　　化対策実行計画

○上富良野町地域

　　　　　　防災計画

　　　　　　　　　など

アクションプログラムアクションプログラムアクションプログラムアクションプログラム

概ね5ヶ年のビジョン達成に向けた実施計画

基本理念基本理念基本理念基本理念とととと基本方針基本方針基本方針基本方針

【外部意見の反映】

・住民意見の反映

　　　　　　　の活用

○各種下水道施策

【北海道地方

　　下水道ビジョン】

・資源循環の促進

・下水道のもつエネル

　ギーの利用

・施設の有効活用の促進

・汚水処理の未普及解消

・雨につよい街づくり

・地震につよい下水道

・健全な水環境の保全・

　創出

【プランの評価】

・内部評価

・外部意見の反映

【プランの見直し】

・指標の見直し

 
 

図 3-1 中期ビジョンの位置付け 
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本町の下水道中期ビジョンの目標年度は，概ね 10 年間の下水道が取り組むべき方

向性策定することが求められていることから，平成 32年度（平成 23～32年度までの

10年間）とします。また，アクションプログラムの計画期間は，概ね 5ヵ年のビジョ

ンの達成に向けた実施計画となっていることから，平成 23～27 年度の 5 ヵ年としま

す。 

 
中期ビジョン計画期間：平成 23～32年度（10年間） 
アクションプログラム計画期間：平成 23～27年度（5年間） 

 
また，関連する計画の概要を以下に列記します。 
 
【第 5次上富良野町総合計画】 

本計画は，平成 20 年度に策定され，計画期間は平成 21 年度から平成 30 年度ま

での 10年間とし，目標年次における人口を 11,900人としています。 
本計画における下水道事業の施策体系は，以下のとおりです。 

・上富良野町の将来像 
 「四季彩のまち・かみふらの －風土に映える暮らしのデザイン－」 

・施策の体系 Ⅱ穏やかに安心して過ごせる暮らし 
        ４身近な生活の安全を支える社会基盤の充実と環境保全 

          (2)衛生的な生活水準を確保する環境づくり 
           ②生活・事業排水の適正処理 
 

【全道みな下水道構想】 
都道府県構想である「全道みな下水道」は，平成 9 年度に策定され，平成 16 年

度に「全道みな下水道構想リニューアルプラン」として改訂されました。 
なお，平成 23 年度には人口減少等の社会情勢の変化に対応した見直しが予定さ

れています。 
 

【上富良野町下水道基本計画】 
下水道の全体計画は，下水道事業の骨格を決めるものであって，その後の設計・

工事を行ううえでの前提条件に大きな影響を与えるため，必要に応じて見直しを行

っています。 
今回，上位計画である「第 5次上富良野町総合計画」と整合を図るため，下水道

全体計画を見直しました。 
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3.2  基本理念及び基本方針の設定 

3.2.1  基本理念 

「上富良野町下水道中期ビジョン」では，本町を取り巻く状況を考慮し，今後本町

の下水道が目指すべき共通の理念を上位計画である「第 5次上富良野町総合計画」を

考慮し設定しました。 
 
 

 

 

 

 
 

基本理念には，上富良野町の下水道が，建設から改築更新，維持管理の時代を迎え

るにあたり，財政悪化や人口減少，少子高齢化等の要因による様々な下水道事業上の

問題を解決しつつ，住民の生活，自然環境，地域産業に密接に関わる下水道のサービ

スを継続的に提供しなければならないという意味を込めました。 
 

【上富良野町下水道事業における基本理念】 

「「「「彩彩彩彩りあるりあるりあるりある風土風土風土風土のなかのなかのなかのなか，，，，環境環境環境環境をををを保全保全保全保全しししし    

安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる持続可能持続可能持続可能持続可能なななな下水道下水道下水道下水道」」」」 
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3.2.2  基本方針 

基本方針としては，基本理念を踏まえ，以下に示す 4つの視点から下水道における

目標と展望，その方向性などを設定しました。 
 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜＜上上富富良良野野町町下下水水道道事事業業ににおおけけるる基基本本方方針針＞＞  

  

「安全・安心の確保」 

汚水の適切な整備と管理の継続により，公衆衛生の確

保，施設の地震対策を行い，安全・安心を確保する。 

 

「良好な自然環境の創造」 

既存の下水道資源を利用・活用することで，循環型社会

の形成に寄与し，良好な自然環境を創造する。 

 

「快適で活力ある暮らしの実現」 

  汚水整備率・水洗化率の向上により，地域の快適性，活

力を向上させ，快適で活力ある暮らしを実現する。 

 

「開かれた事業運営」 

持続可能な下水道事業を目指し，事業の経営面の安定性，

透明性を確保するとともに，開かれた事業運営を行う。 
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3.2.3  上富良野町下水道中期ビジョンの体系化 

基本方針をもとに，中期における本町の下水道事業の課題に対する施策を体系化す

ると図 3-2となります。 

基本理念

　　　「彩りある風土のなか，環境を保全し

　　　　　安心して暮らせる持続可能な下水道」

基本方針

安全・安心

の確保

良好な自然

環境の創造

快適で活力あ

る暮らしの実現

事業の継続性

の確保

１ ２ ３ ４

具体的な施策

浸水対策

公共用水域の水

質改善（高度処

下水道施設の資産

管理

整備率の向上

長寿命化，改築･

更新

下水道施設空間

の利用

地震対策

道路陥没事故の

未然防止対策

合流式下水道の

改善

資源・エネルギー

循環形成

水洗化率の向上

下水道認可区域

外の汚水処理整

備の促進

 
図 3-2 下水道中期ビジョンの体系化 
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3.3  下水道の将来像と施策体系の抽出 

 「第 5次上富良野町総合計画」においては，下水道事業について，施策の方向性を

以下のとおりとしています。 
 

＜第 5 次上富良野町総合計画＞ 

生活・事業排水の適正処理 

・水と生活の関わりや水環境保全の大切さの啓発や教育を推進し，水質汚濁防止へ

の意識向上につなげます。 

 

・下水道施設の適正な維持管理と計画的な整備を推進し，下水道機能の維持・向上

に努めます。 

 

・下水道の整備効果を十分に発揮するため，町民が下水道事業への理解を深めるよ

うに啓発を行い，水洗化の普及向上に努めます。 

 

・下水道事業の計画区域外を対象に，合併処理浄化槽の設置を促進するとともに，

合併処理浄化槽が適正に管理されるよう啓発します。 

 

・下水道汚泥の農地還元など，汚泥の有効利用を推進します。 

 

・健全な下水道経営を図るため，コスト削減や事務の効率化を推進します。 

 

 

 

 
 本町の下水道事業の現状に基づいて，「国が示す一般的な課題」等を考慮し，下水

道事業において考えられる具体的な施策を抽出し，各施策が今回策定する下水道中期

ビジョンの施策として適しているかを検討しました。 
表 3.1に具体的な施策の適用性の結果を示します。 
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表 3-3 具体的な施策の適用性 

施策の方向性 施策 具体策

下水道事業の

補助事業制度

重点地区について，ハード整備に加え，ソフト対策と自助

を組み合わせた総合的な浸水対策の実施により，既往最

大降雨に対する浸水被害の最小化を概ね5年以内に図

る。

－ ×

既設排水管により，ある程度の浸水対

策が完了している。近年浸水被害は

ないことから，中期の施策とはしない。

重点地区については，施設の計画規模として1/10の浸水

安全度をハード整備により確実に確保する。

－ ×

同上

一般地区については，1/5の浸水安全度をハード整備に

より確保する。

－ ×

同上

過去10年間浸水被害が生じていない地区については，ソ

フト対策や自助による被害軽減に取り組む。

－ ×

浸水被害が将来も予測されないことか

ら，中期の施策とはしない。

地震対策 ･地震対策に取り組む必要性の高い地域を重点地区とし

て設定し，短期には下水道が最低限有すべき機能を確

保，中期的には下水道の根幹的な機能を確保する。

下水道総合地震

対策事業

○

重要な幹線の選定等，地震対策基本

計画の策定を行う。ただし，改築更新

に合わせた耐震化を予定しており，耐

用年数50年を超える管路は計画期間

内には発生しないため，耐震化は中

期の施策としない。

重要路線下の管路について緊急点検を実施し，5年以内

に改築・更新を完了させる。

下水道長寿命化

支援制度

×

耐用年数50年を超える管路は計画期

間内には発生しないため，中期の施

策とはしない。

中期的には，全ての管路について，計画的に管路機能の

確保や管路の延命化を実施する。

下水道長寿命化

支援制度

×

同上

合流式下水道の改善

（水系リスクの低減）

平成25年度までに合流式下水道の改善を達成する。 合流式下水道緊

急改善事業

×

合流管渠なし

水道水源となっている霞ヶ浦等4湖沼については，異臭味

などの水質障害を解消するため，高度処理を概成する。

－ ×

該当しないため，中期の施策とはしな

い。

三大湾（東京湾，伊勢湾，大阪湾）においては，代表的な

ベイエリアでリーディングプロジェクトとして高度処理を重

点的に実施する。

－ ×

同上

徹底した省エネルギーと下水道の有する資源・エネル

ギーの再生・活用により，下水道事業における温室効果

ガスの排出を削減する。

－ ○

機械設備の更新時に省電力型の機器

を導入（電力の削減）について中期の

施策とする。

関係機関や住民，民間企業等と連携し，地域に賦存する

バイオマス等の一体的な下水道ポテンシャルの活用を推

進する。

汚水処理施設共

同整備事業

（MICS）

×

し尿処理組合構成町との調整を要す

る。

脱水汚泥の緑農地利用を促進する。

－ ○

一部行っている緑農地利用を全量と

し，中期の施策とする。

汚水処理整備率の向上を図る。

－ ○

中期の施策とする。

汚水整備区域について水洗化率の向上を図る。

－ ○

中期の施策とする。

認可計画区域外の下水道未普及地域について，整備の

促進を図る。

－ ○

合併処理浄化槽事業による未普及地

域の解消を促進し，中期の施策とす

る。

処理場･管渠施設の長寿命化計画を策定する。 下水道長寿命化

支援制度

○

処理場･ポンプ場の機械・電気設備を

対象に中期の目標とする。

処理場・管渠施設について長寿命化計画をもとに，長寿

命化，改築･更新を行う。

下水道長寿命化

支援制度

○

処理場･ポンプ場の機械・電気設備を

対象に中期の目標とする。

処理場等において，施設空間の多目的活用を推進する。

－ ×

該当しないため，中期の施策とはしな

い。

下水道光ファイバ等IT技術の活用により，下水道管理の

高度化・効率化を推進する。また，民間事業者による高速

通信サービスを受けられない地域等における，下水道光

ファイバーの地域情報化への活用を推進する。

新世代下水道支

援事業制度

（高度情報化型）

×

該当しないため，中期の施策とはしな

い。

本町における適用性

資源・エネルギー循

環の形成

良好な環境の創造

安全で安心な暮らし

の実現

管理の適正化事業の継続性の確保

浸水被害の軽減

道路陥没事故の未然

防止対策

公共用水域の水質改

善

快適で活力ある暮ら

しの実現

公衆衛生の向上と生

活環境の改善
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本町における具体的方針に基づいて，各施策について今後 5 年で実施するアクシ

ョンプログラムと 10年で実施する中期ビジョンの分類を行います。 
図 3-4に各施策の実施スケジュールを示します。計画期間の前半 5年間（平成 27

年度まで）に施策が完了する，あるいは途中経過を評価できる具体的な施策をアク

ションプログラムとして設定します。 
 
 

上　位　計　画 平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度平成32年度

計画期間（H21～H30） 次期総合計画

第12次認可（H23～H27） 第13次認可

主　要　施　策 平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度平成31年度平成32年度

上富良野町公共下水道事業計画

　　合併浄化槽の整備推進

上富良野町総合計画

　　地震対策基本計画の策定

地震対策

脱水汚泥の緑農地利用促進

公衆衛生の向上，生活環境の改善

　　下水道整備率・水洗化率の向上

管理の適正化

資源・エネルギー循環形成の検討

更新時の省電力型の機器導入

コスト削減・事務の効率化

長寿命化計画にもとづく改築・更新

アクションプログラム

（平成23～平成27年度）

 

図 3-4 各施策の実施スケジュール 
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4 具体的な施策計画と整備目標 

 表 4-1に具体的な施策の目標値（アウトカム指標）を示します。今後は、アクシ

ョンプログラムの目標値を 5 年毎に評価し、適宜指標、目標値の見直しを行ってい

きます。また、社会情勢の大きな変化時には、指標、目標値だけでなく、施策につ

いても見直しを図ります。 

表 4-1 施策別目標値（アウトカム指標） 

現況

（H21末）

アクション

プログラム

(H23～H27）

下水道中期

ビジョン

（～H32）

地震対策 重要な幹線を設定し，耐震目標の設定、耐

震化優先度の整理等を行う。

（処理場の耐震化は改築･更新に合わせて

行うものとする。）

－ －

地震対策基本計画

の策定

良好な自然

環境の創造

資源・エネルギー

循環の形成

処理場から発生する脱水汚泥の有効利用を

行う。

脱水汚泥の堆肥化

による緑農地還元

同左 同左

民間開発，他事業を活用し，整備率向上を

図る。

（現時点では民間開発の計画はなく，開発

計画が発生した段階で適宜整備を図る。他

事業活用については今後検討を行う。）

整備率

87.1％

(365.1ha/419.4ha)

整備率

100.0％

同左

水洗化率の向上を図る。

水洗化率

85.9％

(7,855人/9,142人)

水洗化率

87％

水洗化率

88％

処理場の長寿命化計画を策定する。また，

管渠については耐震上の重要な幹線の設定

を行う。

処理場：100％

※

同左

管路　：100％

処理場：100％

※

※長寿命化計画の達成率は以下のとおりとする。

　処理場達成率＝長寿命化計画策定済み処理場施設数/標準耐用年数を経過した処理場施設数

目標値

基本方針

（施策の方向

性)

施策 具体策

公衆衛生の向上と

生活環境の改善

快適で活力

ある暮らし

の実現

安全・安心

の確保

管理の適正化開かれた事

業運営
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5 管理・経営計画 

 下水道事業は、公営企業として自立した安定的な事業運営が求められるため、中

長期的な視点に立ち、経営の健全化を図る取り組みが必要です。 
 本町の下水道の財政状況については、下水道使用料の改定、下水処理施設の民間

委託等による維持管理費の節減、高金利債の借換え、繰上償還による支払利息の軽

減などの取り組みにより、経営状況に好転化がみられます。しかし、一般会計の厳

しい財務状況や下水道使用料による増収が見込まれない中、依然として厳しい財政

状況が続くものと思われます。 
このため、さらなる民間的経営手法（包括的民間委託）の導入、適正な職員数管

理、下水道資源の有効利用、使用料収入の向上などへの取り組みにより、経営基盤

の一層の確立・強化を図るものとします。 
 また、下水道は町民生活にとって重要な施設であり、受益者負担を伴う下水道事

業の推進には、事業の透明性の確保と町民の理解が不可欠です。このため、経営状

況の積極的な情報提供と下水道施設の役割を周知する啓蒙啓発活動などを推進し、

町民に開かれた事業運営を行うものとします。 
 今後は，今まで以上に安定した下水道経営を行うため，本計画に基づいた経営の

効率化や基盤の強化をはかりながら効率的な事業の実施に努めます。 
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用語解説 

ああああ    行行行行    

    

■■■■    一般会計一般会計一般会計一般会計繰入金繰入金繰入金繰入金（（（（いっぱんかいけいいっぱんかいけいいっぱんかいけいいっぱんかいけいくりいれきんくりいれきんくりいれきんくりいれきん））））    

一般会計からの繰入金のこと。下水道事業においては，使用料とともに一般会計繰入金が管

理運営費の大きな財源となっています。 

 

■■■■    雨水雨水雨水雨水（（（（うすいうすいうすいうすい））））    

降水によって流域から生じる表面水のことです。    

 

■■■■    汚水汚水汚水汚水（（（（おすいおすいおすいおすい））））    

一般家庭，事業所，事業場（耕作の事業を除く），工場等から生活，営業ならびに生産活動に

よって排出される排水のことです。    

    

■■■■    汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価（（（（おすいしょりげんかおすいしょりげんかおすいしょりげんかおすいしょりげんか））））    

有収水量 1m

3

あたりの汚水処理経費のこと。汚水処理経費は，維持管理費と資本費から構成さ

れます。 

［汚水処理原価(円/m

3

)＝汚水処理経費÷年間有収水量］ 

 

■■■■    汚汚汚汚泥泥泥泥（（（（おおおおでいでいでいでい））））    

水中の浮遊物質が重力や生物の作用あるいは薬品（凝集剤）の作用によって沈殿，たい積し

て泥状になったもの。 

 
 

かかかか    行行行行    

■■■■    改築改築改築改築（（（（かいちくかいちくかいちくかいちく））））    

排水区域の拡張等に起因しない対象施設の全部または一部（修繕に該当するものを除く）の

再建設あるいは取り替えを行うこと。 

    

■■■■    元利償還金元利償還金元利償還金元利償還金（（（（がんりしょうかんきんがんりしょうかんきんがんりしょうかんきんがんりしょうかんきん））））    

借入した起債に対する元金の償還費と利子の償還費を足したものです。    

    

■■■■    基準外繰入基準外繰入基準外繰入基準外繰入（（（（きじゅんがいくりいれきじゅんがいくりいれきじゅんがいくりいれきじゅんがいくりいれ））））    

一般会計繰入金のうち，基準内繰入以外のものです。 

    

■■■■    基準内繰入基準内繰入基準内繰入基準内繰入（（（（きじゅんないくりいれきじゅんないくりいれきじゅんないくりいれきじゅんないくりいれ））））    

一般会計が負担すべき経費の算定基準に基づいて，一般会計より繰入れられたものをいいま

す。一般会計繰出基準は毎年度国から通知が出されるものです。 

    

■■■■    供用開始供用開始供用開始供用開始（（（（きょうようかいしきょうようかいしきょうようかいしきょうようかいし））））    
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下水道の供用を開始すること（住民が下水道を使用できること）。公共下水道管理者は，処理

区域等所定の事項を公示し，関連図書を住民に縦覧することが義務付けられています。 

 

■■■■    下水道使用料下水道使用料下水道使用料下水道使用料（（（（げすいどうしようりょうげすいどうしようりょうげすいどうしようりょうげすいどうしようりょう））））    

下水道の維持管理費等を賄うため，下水道管理者が条例に基づき利用者から徴収する料金の

こと。水量や水質に応じて徴収されます。 

    

    

■■■■    公共下水道事業公共下水道事業公共下水道事業公共下水道事業（（（（こうきょうげすいどうじぎょうこうきょうげすいどうじぎょうこうきょうげすいどうじぎょうこうきょうげすいどうじぎょう））））    

主として市街地における下水を排除し，または処理するために地方公共団体が管理する下水

道で，終末処理場を有するものまたは流域下水道に接続するものであり，かつ，汚水を排除す

べき排水施設の相当部分が暗きょである構造のものをいいます（下水道法第 2 条第 3号）。 

    

■■■■    公共公共公共公共用水域用水域用水域用水域（（（（こうきょうこうきょうこうきょうこうきょうようすいいきようすいいきようすいいきようすいいき））））    

水質汚濁防止法で規定されている「河川，湖沼，港湾，沿岸海域，その他公共の用に供され

る水域，およびこれに接続する公共溝きょ，かんがい用水路，その他公共の用に供される水路」

のことをいいます。 

    

■■■■    更新更新更新更新（（（（こうしんこうしんこうしんこうしん））））    

標準的な耐用年数に達した施設の再建設あるいは取替えを行うことです。 

 

■■■■    公公公公費費費費（（（（こうこうこうこうひひひひ））））    

国や都又は一般会計が負担する費用のことです。主な財源は，国庫補助金や都補助金，一般

会計繰入金などになります。 

 

 

ささささ    行行行行    

    

■■■■    事業認可事業認可事業認可事業認可（（（（じぎょうにんかじぎょうにんかじぎょうにんかじぎょうにんか））））    

公共下水道の管理者は，公共下水道を設置しようとするときには，下水道法の規定により予

め事業計画を策定し，国土交通大臣または都道府県知事の認可が必要となります。この手続き

を事業認可といいます。 

    

■■■■    私私私私費費費費（（（（しひしひしひしひ））））    

下水道事業として負担する費用のことです。主な財源は，下水道使用料などになります。 

    

■■■■    処理区域内人口処理区域内人口処理区域内人口処理区域内人口（（（（しょりくいきないじんこうしょりくいきないじんこうしょりくいきないじんこうしょりくいきないじんこう））））    

 供用開始公示済み区域内の人口のことです。 

    

■■■■    処理処理処理処理原価原価原価原価（（（（しょりしょりしょりしょりげんかげんかげんかげんか））））    

 汚水処理原価と同意。⇒汚水処理原価参照 
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■■■■    水質環境基準水質環境基準水質環境基準水質環境基準（（（（すいしつかんきょうきじゅんすいしつかんきょうきじゅんすいしつかんきょうきじゅんすいしつかんきょうきじゅん））））    

 環境基本法に定められている，人の健康を保護し，生活環境を保全するうえで維持されるこ

とが望ましい水質汚濁に係る基準のことです。 

 

■■■■    水洗化水洗化水洗化水洗化人口人口人口人口（（（（すいせんかすいせんかすいせんかすいせんかじんこうじんこうじんこうじんこう））））    

処理区域内人口のうち，下水道への接続済みの人口のことです。 

    

■■■■    水洗化率水洗化率水洗化率水洗化率（（（（すいせんかすいせんかすいせんかすいせんかりつりつりつりつ））））    

 処理区域内人口に対する水洗化人口の割合のことです。 

［水洗化率(％)＝水洗化人口÷処理区域内人口×100］ 

 
■■■■    ストックストックストックストック（（（（すとっくすとっくすとっくすとっく））））    

 ストックとは，「資産」という意で，ここでは，建設済みの下水道構造物のことです。 

 

■■■■    全体計画全体計画全体計画全体計画（（（（ぜんたいけいかくぜんたいけいかくぜんたいけいかくぜんたいけいかく））））    

 下水道で整備すると定めた区域について，計画処理人口，汚水量等の計画諸元を決定し，幹

線管きょ，ポンプ場および処理場等の根幹的施設について，ルートや主要施設の能力の検討，

施設計画等を定める計画をいいます。 

    

    

たたたた    行行行行    

    

■■■■    耐用年数耐用年数耐用年数耐用年数（（（（たいようねんすうたいようねんすうたいようねんすうたいようねんすう））））    

固定資産が本来の用途に使用できると思われる推定年数です。 

    

■■■■    地方公営企業法地方公営企業法地方公営企業法地方公営企業法（（（（ちほうこうえいきぎょうほうちほうこうえいきぎょうほうちほうこうえいきぎょうほうちほうこうえいきぎょうほう））））    

地方公営企業法とは，地方公共団体が経営する企業（公営企業）の組織，財務，身分を規定

する地方自治三法の特例法として制定されたものです。 

下水道事業では，この法は任意適用とされており，法を適用した場合を「法適用」，してい

ない場合を「法非適用」といいます。 

    

■■■■    特定環境保全公共下水道事業特定環境保全公共下水道事業特定環境保全公共下水道事業特定環境保全公共下水道事業（（（（とくていかんきょうほぜんこうきょうげすいどとくていかんきょうほぜんこうきょうげすいどとくていかんきょうほぜんこうきょうげすいどとくていかんきょうほぜんこうきょうげすいどうじぎょううじぎょううじぎょううじぎょう））））    

 公共下水道の一種であり，市街化区域以外にある農村部の生活環境の改善，あるいは湖沼等

の自然環境の保全を目的とする下水道です。 

    

    

はははは    行行行行    

    

■■■■    排除方式排除方式排除方式排除方式（（（（はいじょほうしきはいじょほうしきはいじょほうしきはいじょほうしき））））    

下水を排除するための方式をいい，汚水と雨水を同一の管路で排除する合流式と汚水と雨水
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を別々の管路で排除する分流式とがあります。 

    

■■■■ BOD BOD BOD BOD（（（（びぃびぃびぃびぃーーーーおおおおーーーーでぃでぃでぃでぃーーーー））））    

 有機物が生物化学的に分解され安定化するために要する酸素量をいい，水の汚濁状態を表す

指標の１つである。２０℃，５日間で消費する酸素量を標準とします。 

    

■■■■ PDCA PDCA PDCA PDCA サイクルサイクルサイクルサイクル（（（（ぴぃぴぃぴぃぴぃーーーーでぃでぃでぃでぃーーーーししししーーーーええええーーーーさいくるさいくるさいくるさいくる））））    

 PDCA サイクルとは，計画(Plan)を実行（Do）し，評価（Check）して改善（Act）に結びつけ，

その結果を次の計画に活かすプロセスのことです。 

    

■■■■    普及率普及率普及率普及率（（（（ふきゅうりつふきゅうりつふきゅうりつふきゅうりつ））））    

 下水道の整備状況を表す指標として用いられるもので，行政人口に対する下水道処理区域内

人口の割合のことです。 

［普及率(％)＝処理区域内人口÷行政人口×100］ 

    

    

まままま    行行行行    

    

■■■■    マンホールマンホールマンホールマンホール用仮設用仮設用仮設用仮設トイレトイレトイレトイレ（（（（まんほまんほまんほまんほーーーーるようかせつといれるようかせつといれるようかせつといれるようかせつといれ））））    

既存マンホールの蓋を取り替えてトイレに転用するもの。広域避難場所などで使用する。 

    

    

やややや    行行行行    

    

■■■■    有収水量有収水量有収水量有収水量（（（（ゆうしゅうすいりょうゆうしゅうすいりょうゆうしゅうすいりょうゆうしゅうすいりょう））））    

 下水処理場で処理した汚水量のうち，下水道使用料徴収の対象となる水量のことです。 

    

    

らららら    行行行行    

 
■■■■    類型指定類型指定類型指定類型指定（（（（るいけいしているいけいしているいけいしているいけいしてい））））    

 水質環境基準における「生活環境の保全に関する環境基準」については，公共用水域を河川，

湖沼，海域の 3 つに区分して基準値を設定していますが，それぞれの公共用水域の現在及び将

来の利水状況や，現状の水質などを考慮した水域類型が指定されています。これを類型指定と

いいます。 
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＜参考資料 国・北海道の状況＞
*1

 

                                                 
*1
 出典：国交省ビジョン及び北海道ビジョン 
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参考資料（国・北海道の状況） 

財政的制約の強まり（北海道の財政） 

我が国の財政は，国，地方ともに依然として厳しい状況にあり，国においては，「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年6月閣議決定）において，

「歳出・歳入一体改革」を継続することが明示されています。 

また，地方公共団体においても，歳入減少に伴う歳出減少の傾向にあり，特に，中

小市町村では極めて厳しい財政状況に置かれています。 

平成19年6月には自治体財政健全化法が成立し，地方公共団体は新たな財政指標の

もとで，健全な行政運営を行っていく事が求められています。平成20年度公表の健全

化判断比率における早期健全化団体数の多くは北海道地方の地方公共団体が占め，全

国的にみても財政状況が厳しい現状が明らかとなっています。 

 

人口減少・少子高齢化社会の進展 

国の人口 

我が国の人口は，1億2,706万人(平成20年3月末:住民基本台帳)であり，平成17年に

戦後初めて減少に転じ，以来3年連続減少を続けています。少子高齢化は昭和40年代

より進行し始め，特殊出生率(1人の女性が生涯に産む子供の平均数)は平成19年には

1.34となっており，過去最低となった平成17年の1.26は上回るものの低水準となって

います。 

 

北海道の人口 

北海道地方の人口は，557.2万人(平成20年3月末:住民基本台帳)であり，人口は平

成7年頃をピークに減少に転じ，全国に先駆けて減少傾向に転じています。また，都

市規模別に見ると，人口規模5万人未満の都市における人口減少率が高く，中小規模

の市町村で人口減少の問題が深刻です。 

 
 

下水道経営の現状と課題 

国の経営状況 

下水道事業の経費については，下水道の基本的性格等に対応して，国・地方公共団

体・使用者等の適正な費用負担が必要とされおり，下水道施設の整備に対する国の補

助制度「雨水公費・汚水私費」の原則に基づく地方財政措置等が講じられている一方，

汚水処理に係わる経費(資本費・維持管理費)については，公費で負担するべき費用を

除き使用料により賄うこととされています。しかしながら，多くの市町村において，

実際の使用料収入は，本来，使用料により賄うべき額を確保できておらず，一般会計

から基準外の費用繰り入れにより事業の運営がなされているのが実態です。 
 



41 

北海道の経営状況 

北海道地方の下水道経営においては，汚水処理原価は全国平均とほぼ同値ですが，

現状の使用料収入では汚水処理にかかる費用(資本費+維持管理費)を賄う額を確保で

きておらず，全国と同様に他会計から基準外の費用繰り入れにより事業の運営がなさ

れています。 

 
 

【課 題】 

○下水道経営は，下水道の管理に要する費用を下水道使用料と地方公共団体の一般会計から

の繰入金で賄うこととされている。しかし，多くの市町村では接続率の低迷や費用に見合

った料金設定がなされていない等により使用料収入が十分でなく，一般会計からの基準外

による費用繰り入れ等により事業運営がなされている状況にある。この傾向は高齢化，人

口減少等が大きい市町村では顕著であり，各市町村において持続的に安定した下水道サー

ビスを提供していくためには，経営の現状把握を行うとともに，将来の見通しを明らかに

し，以下のような経営基盤強化への取り組みが重要である。 

■長期的な収支バランスを見通した下水道経営計画の検討 

■中期経営計画の策定（収支改善方策，実施時期，目標効果や収支見通しの計画立案） 

■人口減少等の地域の実情の変化を踏まえた事業計画の立案 

■使用料金の適正化（人口減少に伴う使用料収入の減少等に対する負担構造の検討） 

■接続の徹底 

■維持管理費の効率化と質的向上（包括的民間委託※，新技術の導入等） 

※ 包括的民間委託：浄化センター・ポンプ場の運転管理の民間委託の手法で，民間事業者に対して施設管理に一定の性能の確

保を条件として課しつつ，運転方法等の詳細については民間に任せる，いわゆる性能発注方式のこと。 
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下水道ストックの現状と課題 

国のストック状況 

これまでに整備した我が国の下水道の投資額は 80 兆円以上，施設のストックは，管

渠の総延長が 38 万 km，下水処理場数が約 2,000箇所にのぼっています。 

 

北海道のストック状況 

北海道地方の下水道施設のストックは管路延長約 3 万 km，処理場数は 193箇所(平成

19 年度末)と増大しており，これに伴う管路施設の老朽化等に起因した道路陥没も増

加傾向にあるため，事故発生や機能停止を未然に防止するため，適正な維持管理のも

と，下水道サービスを提供していかなければなりません。 

 

【課 題】 

○耐用年数を超える管渠，処理場，ポンプ場が年々増加の傾向にあり，道路陥没事故も発生

する中，下水道の維持管理水準を確保しつつ，維持管理の効率化を実現し，下水道サービ

スを持続的に提供していくことが課題である。このような状況を踏まえ，以下のような取

り組みが必要である。 

■定期的な調査（点検，診断），延命化を含めた維持修繕・改築等の計画的な実施 

■ライフサイクルコスト

※1

の最小化の観点を踏まえた長寿命化計画

※2

による改築及び維持管

理（ストックマネジメント手法

※3

の導入） 

■下水道管理者の技術力，維持管理体制の確保 

※1 ライフサイクルコスト：施設における新規整備・維持修繕・改築・処分を含めた生涯費用の総計 

※2 長寿命化計画：施設のライフサイクルコスト最小化を目的とした計画的な改築計画 

※3 ストックマネジメント：施設の健全度や重要度を考慮した効果的な点検・調査を実施し，安全性を確保するための適切な維

持修繕・改築など計画的かつ効率的に施設管理を行うこと 

 

汚水処理の現状と課題 

国の汚水処理現状 

汚水処理については，ナショナルミニマムとして 100％の普及をめざし下水道，農業

集落排水施設，浄化槽等により整備を推進し，汚水処理人口普及率は約 8割となって

います。このうち下水道処理人口普及率は約 7割ですが，整備水準は都市規模によっ

て格差が大きくなっています。 

北海道の汚水処理現状 

北海道地方では都道府県構想である「全道みな下水道構想リニューアルプラン(平成

16 年度策定)」にもとづいて計画的な整備を進めており，平成 19 年度末の汚水処理人

口は 92.6％，下水道処理人口普及率は 88.4％であり，全国的にも高普及となってい

ます。 
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【課 題】 

○北海道地方の汚水処理人口普及率は全国に比べ高い水準であるが，人口の密集した都市部

と比べると，地方部の整備は遅れており，未だ約40万の人々が水洗化の恩恵を受けていな

い。人口減少，高齢化の進展や厳しい財政状況の中，すべての人々が水洗化の恩恵を受け

る環境を整えることが課題である。このような状況を踏まえ，以下のような取り組みが必

要である。 

■地域の実情に応じた計画的，効率的な汚水処理施設整備の推進（農業・漁業集落排水，合

併浄化槽等他の汚水処理関連事業との適切な整備，汚水処理施設共同整備事業（MICS)

 ※1

等の利用） 

■低コストな下水道整備手法の導入による整備促進（下水道未普及解消クイックプロジェク

ト

※2

の利用） 

※1 汚水処理施設共同整備事業(MICS)：下水道等の汚水の処理施設は，都市・農村を問わず全国でその整備が強く求められ，種々

の汚水処理施設整備が行われている。これらの汚水処理の中には，共通な処理工程もあるため共同で行うことが効率的なもの

があり，一部共同処理が下水道事業により平成7 年度から行われている。 

※2 下水道未普及解消クイックプロジェクト：地域の実状に応じた低コスト，早期かつ機動的整備が可能な新たな下水道の整備

手法。 

 

地震対策の現状と課題 

国の地震対策現状 

我が国では，毎年のように深度 6以上の地震が発生しており，兵庫県南部地震，十勝

沖地震，新潟県中越地震等においては，下水道施設も甚大な被害を受け，トイレが使

えないことによる日常生活への影響に加え，下水処理場からの未処理下水の流出や管

路破損による道路陥没などにより，公衆衛生や社会経済活動への甚大な影響が生じて
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います。 
 

北海道の地震対策現状 

北海道地方においては，日本海溝・千島海溝周辺でこれまでにマグニチュード 7～8

クラスの大規模な海溝型地震が繰り返し発生し，下水道施設にも多大な被害を与えて

います。また，内陸部においても，直下型地震を引き起こす恐れがある活断層帯が多

数存在しており，いつ大規模な地震が発生してもおかしくない状況ですが，耐震化実

施率は処理場で約 20％，管渠(重要な幹線)で 13.6％程度となっており，対策が進ん

でいない状況です。(平成 19 年度末) 

 

【課 題】 

○日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域が指定されたが，厳しい財政状況の

中で，まだ地震対策は十分に進んでいないのが実状である。このような状況を踏まえ，以

下のような取り組みが必要である。 

■災害時においても下水道が最低限保有すべき機能を確保するとともに，施設の重要度に応

じた，計画的，段階的な地震対策の実施 

■防災道路や緊急避難路等，重要路線の耐震化に加え，緊急時に応じた減災対策及び情報発

信による周知 

 

 
浸水対策の現状 

国の浸水対策現状 

下水道における浸水対策は，5～10 年に一度の雨を対象に都市に降った雨を排除し，

浸水を防ぐという観点から整備を進めてきています。近年，下水道整備がなされた地

域においても，整備水準を大きく上回る集中豪雨が発生し，いわゆる内水氾濫による

浸水被害が頻発しています。 

 

【課 題】 

○都市浸水対策については町村の達成率が低い状況であるが，近年の都市化の進展による雨

水流出形態の変化も考慮し，内水氾濫による浸水被害の発生を防ぐとともに，人命・財産

の保護と都市機能を確保するため，浸水による被害を最小化することを目的とした安全性

の向上を図る必要がある。このような状況を踏まえ，以下のような取り組みが必要である。 

■浸水による社会的・経済的な被害の大きさ等を踏まえて地域ごとに目標水準を定め，重点

区域を設定した段階的な整備の推進（ハード対策） 

■民間事業者や住民自身，および地域コミュニティによる災害対応（自助）を支援するため

に降雨情報の提供等を行う総合的な浸水対策の推進（ソフト対策） 
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水環境の現状 

北海道の水環境現状 

北海道地方は，我が国第１位の透明度を誇る摩周湖や，白鳥や雁等多くの野鳥が飛来

する湖，日本屈指の清流等，豊かで優れた水環境に恵まれた場所が数多くあり，公共

用水域の水質環境基準達成率は，全国と比べて高いレベルにあります。 

 
 
【課 題】 

○北海道地方の下水道は高普及となっており，水環境保全のためには他事業との連携を行う

ための環境づくりが必要となっている。また，概成している自然公園に係る市街地を要件

とした特定環境保全公共下水道を抱える地方公共団体の多くは，今後も適正な維持管理を

進めていく上で，人材不足の問題や財政状況の悪化等の課題を抱えている。このような状

況を踏まえ，以下のような取り組みが必要である。 

■河川，環境，農林等の関係機関との連携による汚濁負荷削減の明確化するための協議の場

を構築し，連携した事業展開による公共用水域の水質保全事業の推進（（例）水環境改善

緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ

※

）による河川事業との連携） 

■財政基盤が弱い地方公共団体に対する，広域連携による維持管理の支援体制等，新たな仕

組みの検討 

※ 水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ）：水質の悪化が著しい河川，都市下水路，湖沼，ダム貯水池等において，

水環境改善に積極的に取り組んでいる地元市町村等と河川管理者・下水道管理者及び関係者が一体となって策定する水質改

善計画 

 
 

下水道資源・資産の利活用の現状 

国の資源・資産現状 

下水道は，下水を収集，処理する過程で，多くのエネルギーを消費しており，2004

年度現在，我が国の下水道施設の電力消費量は約 70 億 kWh と全国の電力消費量の約

0.7％となっています。一方，下水道は，収集，処理した水や汚泥，さらには下水処

理場等の施設空間など，貴重な資源を有しており，これを活用してエネルギーを創出
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することが可能です。 

 

北海道の資源・資産現状 

北海道地方の電力使用量に占める下水道施設の電力使用量は約 1％であり，温暖化に

対する影響は大きいです。 

 

下水道汚泥の有効利用率は約 85％と全国平均値(約 74％)より高く，そのうち緑農地

利用が約 35％を占めています。 

また，施設空間利用は，汚水処理施設共同整備事業(MICS)採択地方公共団体数が 14

団体(全国 65 団体)と，全国の中でも実施団体が多く，今後とも効率的な汚水処理施

設整備の必要性が求められています。 

 

【課 題】 

○下水道施設の使用エネルギー（処理場）については電力量の割合（発熱量換算）が全体の

８割を占め，温暖化への影響が大きい。地球温暖化抑制のために，下水道事業における電

力を中心としたエネルギー利用の効率化を図り，CO

2

 排出を抑制することが課題である。 

○下水汚泥の有効な利用方法として緑農地利用を進めるほかに，今後はエネルギー利用も推

進すべきである。 

○下水道施設については人口減少等により，利用効率が下がってくることが予想されるため，

これまで以上に施設の有効利用を進めていくことが課題である。 

このような状況を踏まえ，以下のような対策を進めていく必要がある。 

■地球温暖化抑制のための下水道施設の省エネルギー化の推進 

■バイオガスによる発電や下水汚泥の固形燃料化等の創エネルギーの推進 

■流雪，融雪，暖房等，下水処理水の有効利用の促進 

■人口減少下における施設の有効利用の促進 

■安全性を考慮したより一層の緑農地利用の促進による食糧基地としての北海道地方への貢

献 

■枯渇資源（リン等）の回収検討 


